
九州地区所有者不明土地連携協議会 

第２回通常総会 

■日時 
 令和元年7月19日(金) 
 通常総会13:30～15:10 
 基調講演15:30～16:30 

■場所 
 ホテル熊本テルサ  
1階テルサホール 

熊本市中央区水前寺 
公園２８－５１ 



九州地区所有者不明土地連携協議会第２回通常総会

次 第

１．開 会

九州地区所有者不明土地連携協議会長（九州地方整備局）あいさつ

福岡法務局あいさつ

国土交通省土地・建設産業局あいさつ

熊本県あいさつ

２．平成３０年度活動結果報告

３．令和元年度活動計画（案）について

４．協議会規約の改正について

５．法務局における表題部所有者不明土地の解消作業について

６．九州地方整備局における自治体支援等について

７．各協力団体からの報告・意見表明等

８．閉 会

～ 休 憩 ～

基調講演

演 題「所有者不明土地問題の解決に向けて～弁護士の視点から」

講演者 弁護士法人リブラ法律事務所 弁護士 中村 多美子 氏



平成３０年度活動結果報告
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平成３０年度活動報告

１）設立総会
実 施 日 時 平成３１年１月３０日（水）14:00 15:00
実 施 場 所 福岡市博多区博多駅南１丁目８番３１号

「九州ビル９階大ホール」
議 題 ①協議会設立趣旨説明

②協議会設立手続き
③被災地から所有者不明土地問題の現状報告
④法務局における所有者不明土地問題解消に向けた取組

出 席 者 １１７機関１８９名出席

２）基調講演
実 施 日 時 平成３１年１月３０日（水）15:20 16:40
実 施 場 所 福岡市博多区博多駅南１丁目８番３１号

「九州ビル９階大ホール」
講 演 者 公益財団法人東京財団政策研究所研究員・政策オフィサー

国土審議会土地政策分科会特別部会委員
吉原祥子氏

出 席 者 １１７機関１７１名出席

３）幹事会
実 施 日 時 平成３１年３月８日（金）15:30 17:00
実 施 場 所 福岡市博多区博多駅東2-10-7

「福岡第二合同庁舎共用第五・六会議室」
議 題 ①平成30年度活動報告

②平成31年度活動計画（案）
③その他

出 席 者 １３機関３１名出席

４）その他

相談窓口の設置
所有者不明土地問題に関する相談に対応するため、事務局に相談窓口を設置

広報
九州地方整備局用地部のホームページに「所有者不明土地に関する情報」のページ
を開設
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参考（総会設立までの経緯）

主な経緯

平成30年 8月 2日 福岡法務局への参加要請
平成30年 8月 8日 各県との調整会議（各県への参加要請）
平成30年 8月23日 福岡市への参加要請
平成30年 8月28日 北九州市への参加要請
平成30年 9月 7日 熊本市への参加要請
平成30年10月 2日 所有者不明土地法に関する説明会（国土交通省土地・建設産業局主催）
平成30年10月 3日 日本補償コンサルタント協会九州支部への参加要請

大分県土地開発公社への参加要請
平成30年10月 4日 佐賀県土地開発公社への参加要請

長崎県土地開発公社への参加要請
平成30年10月10日 九州弁護士会連合会への参加要請
平成30年10月16日 九州ブロック司法書士会協議会への参加要請
平成30年10月19日 九州地区用地対策連絡会理事会（用対連としての一体参加方針の確認）

第１回準備会
平成30年10月31日 福岡県行政書士協会への参加要請
平成30年11月 7日 福岡県土地家屋調査士協会への参加要請
平成30年11月 9日 九州・沖縄不動産鑑定士協会への参加要請
平成30年12月18日 第２回準備会

設立総会時点でのまとめ
国、各県、各市町村、県土地開発公社、その他公益事業者等、協力団体の２７４機関（団体）が参加

・法務省福岡法務局、国土交通省九州地方整備局（２機関）
・九州各県・各政令市（１０機関） → 参加
・政令市を除く各市町村（２３０機関）→ 参加
・県土地開発公社（１機関）→ 大分県土地開発公社が参加
・上記以外の用対連会員（農政局・防衛局・公益事業者等 ２５機関）

→ 準構成員として参加
・協力団体（６団体） → 参加
補償コン協会、不動産鑑定士協会、弁護士協会、行政書士協会、司法書士協会、土地家屋調査士協会

その他
・県土地開発公社（大分県、佐賀県、長崎県）については、大分県土地開発公社のみが構成員として参加、
佐賀県土地開発公社と長崎県土地開発公社は準構成員として参加

・各士業団体のうち、九州ブロック単位での組織がない行政書士会及び土地家屋調査士会については、九州各
県の士会の連絡窓口として福岡県行政書士会及び福岡県土地家屋調査士会が代表参加
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令和元年度活動計画（案）について
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令和元年度活動計画（案）について

各会議・説明会等関係

１）第２回通常総会
予 定 日 時 令和元年７月１９日（金）１３：３０ １６：３０
予 定 場 所 熊本県（熊本市中央区水前寺公園28-51 「ホテル熊本テルサ」）
予 定 議 題
１．挨拶
２．協議会規約の改正について
３．平成30年度活動結果報告
４．令和元年度活動計画（案）について
５．法務局における表題部所有者不明土地の解消作業について
６．九州地方整備局における自治体支援等について
７．各協力団体からの報告・意見表明等
８．基調講演 「所有者不明土地問題の解決にむけて 弁護士の視点から」

弁護士法人 リブラ法律事務所 弁護士 中村 多美子 氏

◎ 総会の持ち回り開催について
総会は、規約により年１回の開催となっていますが開催場所は特に定められていません。
公共交通機関の利便性を考慮すると福岡市周辺での開催が適当とも考えられますが、持ち回りに
することにより、開催県の市町村は総会に参加しやすくなること、開催県における啓発活動に資する等
の理由から、当分の間、各県（政令市も含む）持ち回り開催とする。

開催場所については、各県（福岡県を除く）・政令市の持ち回り開催とし、①群（北部九州）と
②群（南部九州）において交互に開催する。
①群（佐賀県、長崎県、福岡市、北九州市）
②群（熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本市）

なお、福岡県については、用地対策連絡会の通常総会を毎年開催していること及び福岡県内では
福岡市、北九州市においても開催されることから、持ち回り開催当番から除外する。

２）幹事会
［第１回］
日 時 平成３１年４月１５日（月）15:30 17:00
場 所 福岡市博多区博多駅東2-10-7

「福岡第二合同庁舎共用第二・三会議室」
議 題 ①平成３０年度活動報告について

②平成３１年度活動計画（案）について
③その他

5



［第２回］
日 時 令和元年６月７日
場 所 福岡市博多区吉塚本町13番50号

「福岡県吉塚合同庁舎８階 801会議室」
議 題 ①令和元年度活動計画（案）について

②所有者不明土地に関する取り組み等の紹介について（協力団体）
③その他

［第３回］
予 定 日 時 令和元年１０月１８日（金）15:30 17:00
予 定 場 所 福岡市博多区博多駅東2-10-7

「福岡第二合同庁舎共用会議室」
予 定 議 題 ①令和元年度上半期活動報告について

②その他

［第４回］
予 定 日 時 令和２年３月６日（金）15:30 17:00
予 定 場 所 福岡市博多区博多駅東2-10-7

「福岡第二合同庁舎共用会議室」
予 定 議 題 ①令和元年度下半期活動の執行報告について

②令和２年度活動計画（案）について
③その他

３）所有者不明土地法に関する説明会
［南部地区（出席者：約100名）］
日 時 令和元年５月２３日（木）14:00 16:00
場 所 鹿児島市山下町14-50

「かごしま県民交流センター中ホール」
説 明 者 国土交通省土地・建設産業局企画課

［北部地区（出席者：約230名）］
日 時 令和元年５月２４日（金）13:30 15:30
場 所 福岡市博多区吉塚本町13-50

「福岡県吉塚合同庁舎８０３会議室」
説 明 者 国土交通省土地・建設産業局企画課

4）講演会
１ 目的

所有者不明土地問題について幅広い知識がある学識経験者等の専門家やシンクタ
ンク等の研究者を講師として、構成員等の理解向上を図る。
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２ 参加対象者
構成員等・報道関係者・一般参加者（但し、会場の都合による）

３ 時期
第２回通常総会開催時

４ 場所
熊本県（熊本市中央区水前寺公園28-51 「ホテル熊本テルサ」）

５ 講演内容
＜講演テーマ＞ 所有者不明土地問題の解決にむけて 弁護士の視点から

弁護士法人 リブラ法律事務所 弁護士 中村 多美子 氏
６ 予算措置

会場借上料、講師謝金、講師旅費、資料印刷費は国土交通省において措置

5）講習会
１ 目的
構成員等（主に市町村職員）に対して所有者探索の方法や所有者が不明の場合
の解決策などの知識を付与し、当該職員の資質の向上を図る。

２ 参加対象者
構成員・準構成員（概ね４０ ６０名を想定）

３ 時期
令和元年１０月 令和２年３月

４ 場所
各県１箇所で開催する。
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
なお、各県において既に実施されている研修会等と併せて実施することも可

５ 講義内容
所有者探索の方法や所有者が不明の場合の解決方法等について、各構成員・
協力団体と調整のうえ設定する。
＜講義の例＞
整備局（1.5h)、法務局（1.5h)、下記から１ ２コマ（計、０．５日程度）
１．権利者探索方法について
２．用地取得に係る不動産登記について
３．民法に関連する諸制度（財産管理人制度等）について
４．土地開発公社の市町村用地取得支援について
５．用地事務のアウトソーシングの方法・手続き等について
６．関連する諸制度（新規施策、法改正等）の紹介

講師は、協議会構成員等が分担
６ 予算措置

講師謝金、講師旅費、資料印刷費は国土交通省において措置
（会場借上料は措置されていないため、無償で使用できる県・市等の会議室の措
置をお願いします。）
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取組関係

１）相談体制の構築について

所有者不明土地問題（所有者不明土地法関連を含む）相談体制を構築するとと
もに、相談実績を把握し、協議会の取り組みに反映させる。
相談のスキームは以下のとおりとし、既存の用地対策連絡会のスキームである「用地
業務（補償等）に関する相談体制」と連携する。

なお、用地対策連絡会の相談体制（用地業務（補償等）に関する内容）において、所有者不明土地問題
に関する相談が含まれている場合などは、九州各県の用地担当部局を経由した相談も受け付けます。

２）市町村の用地業務の状況、支援ニーズ、意向等の把握・分析について

市町村における用地業務の現状や求める支援の内容、講習会で希望する講義項
目などについて、アンケート調査を実施する。調査結果を協議会構成員で共有し、協
議会の取り組みに反映する。
なお、このニーズ調査は、国土交通省土地・建設産業局と各協議会が合同で全国
の全市町村を対象に調査を行うとともに、必要に応じてヒアリング調査等を実施する。
＜調査内容の例＞
市町村担当者の実務経験や用地業務への理解度

国土交通省

土地・建設産業局

企画課

地方公共団体担当者

相談窓口
土連協（仮称） 事務局

（九州地方整備局

用地部用地企画課）

福岡法務局

不動産登記部門

所有者不明土地問題に関する相談

各士業団体
（弁護士会、司法書士会、土地家屋調査士会、行政書士会、不動産鑑定士会、補償コンサルタント協会）

九州地区所有者不明土地連携協議会 質問・相談体制

【例】

用地業務等において生じた、

未登記土地、多数共有地、記

名共有地、地区有地、不在者、

相続人不存在等の対応等

【例】

所有者不明土地法に関する

質問等

九州地方整備局

建政部
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権利者探索が難航している案件の具体的内容
権利者探索、所有者不明土地対策などに関する国や協議会への要望など

３）所有者不明土地法に関する施策・取組の情報共有

所有者不明土地法に基づく新たな制度（地域福利増進事業や土地収用法の
特例等）に関する活用事例が出てきた場合や長期相続登記等未了土地に係る
取組みの状況について、総会やホームページ等において情報提供を行う。
法令の解釈や新たな制度（地域福利増進事業等）の運用に関しても、同様に
情報提供を行う。

４）所有者不明土地問題の解決に向けた取組状況の情報共有

所有者不明土地問題の解決に至った優良事例等について、総会やホームページ
等において情報提供を行う。

５）情報発信及び構成員間の情報共有について

①一般向け広報のため、整備局ホームページに「所有者不明土地に関する情報」
サイトを立ち上げております。各構成員のホームページにリンクをお願いします。

②総会や講演会及び講習会の開催は積極的に広報を行う。
＜広報の例＞
総会、講演会等開催時の記者発表
公共空間におけるパネル展の開催

③一般向けの広報とは別に、構成員間での情報共有は、セキュリティーの保持の観
点から、閲覧等にパスワードを付加している既存サーバ（用対連会員専用のホ
ームページ）を活用する。

④機関紙等発行
土連協だより（仮称）
創刊号・・・・・・・・・・・・令和元年６月
第２号・・・・・・・・・・・・令和元年９月
第３号・・・・・・・・・・・・令和２年２月
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

第１回 第２回 第3回 第4回
4/15 6/7 10/18 3/6

（福岡市） （福岡市） （福岡市） （福岡市）

各県持ち回り開催（①群→②群）

7/19 ①佐賀県、長崎県、福岡市、北九州市

（熊本県） ②熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本市

5/23
（鹿児島市）

5/24
（福岡市）

7/19
（熊本県）

福岡 佐賀(中 下旬） 大分（1/22） 講師は、協議会構成員等が分担

熊本(10/31） 鹿児島(上旬） 各県１回（各回４０ ６０名程度を想定）

ニーズ調査等

講 演
会

講 習
会

令和元年度 九州地区所有者不明土地連携協議会 活動計画（案）

講
演
会
等

幹 事 会

通 常 総 会

所有者不明
土地法説明

会

会

議

説
明
会

国土交通省土地・建設産業局と協議会が合同
でアンケート調査を実施

長崎（10 ３月）
宮崎（1月中旬 2月中旬）

講演者は、弁護士法人リブラ法律事務所
弁護士 中村 多美子氏

ニーズ調査等
国土交通省土地・建設産業局と協議会が合同
でアンケート調査を実施

ニーズ調査

1
0



協議会規約の改正について
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九州地区所有者不明土地連携協議会規約(改正案)

（名称）

第１条 本会は、九州地区所有者不明土地連携協議会と称する。

（目的）

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第

４９号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図り、地方公共団体が

行う所有者不明土地を含む事業用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）

について、関係する者が連携することにより、もって所有者不明土地問題の解消及び用地業

務の円滑な遂行に寄与することを目的とする。

（活動）

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有

二 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有

三 地方公共団体の用地業務の円滑な遂行のための支援

四 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員等）

第４条 本会は、別表１に掲げる行政機関等及び協力団体（以下、「構成員」という。）、並びに

準構成員をもって構成する。

２ 準構成員は、総会で参加を認められた者とする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省九州地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

３ 会長に事故等があり職務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名する者が

職務を代行する。

（総会）

第６条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、原則として毎年１回会長の定める時期に開催する。

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。

４ 会長が必要と認めるときは、構成員以外の者に出席を求めることができる。

５ 総会は、次の各号に掲げる事項を決定する。

一 本規約の改正

二 構成員及び準構成員の加入・退会

三 幹事会から提出された議案

四 その他重要な事項
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（総会の公開）

第７条 総会は、原則として公開とし、議事の要旨は、総会後速やかに公開する。ただし、特段

の理由があるときは、総会を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書きの場合においては、その理由を明示し、議事の要旨を公開するものとする。

（幹事会）

第８条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会は、別表２に掲げる者をもって構成し、必要に応じて会長が開催する。

３ 会長が必要と認めるときは、幹事以外の者に出席を求めることができる。

４ 幹事会は、九州地方整備局用地部用地調整官が座長として主宰する。

５ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する議案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

（事務局）

第９条 協議会の事務局は、九州地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局は本会運営のための事務を行う。

（その他）

第10条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な細目は、会長が別に定

める。

附 則

この規約は、平成３１年１月３０日から施行する。

附 則

この規約は、令和元年○月○日から施行する。 （別表１・別表２関係）
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別表１（第４条第１項関係）

九州地区所有者不明土地連携協議会 構成員名簿

一．行政機関等

国の機関

機関名 役職名 摘要

九州地方整備局長 会長

国土交通省 九州地方整備局用地部長

九州地方整備局建政部長

福岡法務局長

福岡法務局民事行政部長

佐賀地方法務局長

長崎地方法務局長
法務省

大分地方法務局長

熊本地方法務局長

鹿児島地方法務局長

宮崎地方法務局長

県・政令指定都市の機関

機関名 役職名 摘要

福岡県 県土整備部長

佐賀県 県土整備部長

長崎県 土木部長

熊本県 土木部長

大分県 土木建築部長

宮崎県 県土整備部長

鹿児島県 土木部長

福岡市 道路下水道局用地部長

北九州市 建設局用地部長

熊本市 都市建設局土木部長

土地開発公社

機関名 役職名 摘要

大分県土地開発公社 理事長
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福岡県の市町村（政令指定都市を除く）

大牟田市 久留米市 直方市 飯塚市 田川市

柳川市 八女市 筑後市 大川市 行橋市

豊前市 中間市 小郡市 筑紫野市 春日市

大野城市 宗像市 太宰府市 古賀市 福津市

うきは市 宮若市 嘉麻市 朝倉市 みやま市

糸島市 那珂川市 宇美町 篠栗町 志免町

須恵町 新宮町 久山町 粕屋町 芦屋町

水巻町 岡垣町 遠賀町 小竹町 鞍手町

桂川町 筑前町 東峰村 大刀洗町 大木町

広川町 香春町 添田町 糸田町 川崎町

大任町 赤村 福智町 苅田町 みやこ町

吉富町 上毛町 築上町

佐賀県の市町村

佐賀市 唐津市 鳥栖市 多久市 伊万里市

武雄市 鹿島市 小城市 嬉野市 神埼市

吉野ヶ里町 基山町 上峰町 みやき町 玄海町

有田町 大町町 江北町 白石町 太良町

長崎県の市町村

長崎市 佐世保市 島原市 諫早市 大村市

平戸市 松浦市 対馬市 壱岐市 五島市

西海市 雲仙市 南島原市 長与町 時津町

東彼杵町 川棚町 波佐見町 小値賀町 佐々町

新上五島町

熊本県の市町村（政令指定都市を除く）

八代市 人吉市 荒尾市 水俣市 玉名市

山鹿市 菊池市 宇土市 上天草市 宇城市

阿蘇市 天草市 合志市 美里町 玉東町

南関町 長洲町 和水町 大津町 菊陽町

南小国町 小国町 産山村 高森町 西原村

南阿蘇村 御船町 嘉島町 益城町 甲佐町

山都町 氷川町 芦北町 津奈木町 錦町

多良木町 湯前町 水上村 相良村 五木村

山江村 球磨村 あさぎり町 苓北町

15



大分県の市町村

大分市 別府市 中津市 日田市 佐伯市

臼杵市 津久見市 竹田市 豊後高田市 杵築市

宇佐市 豊後大野市 由布市 国東市 姫島村

日出町 九重町 玖珠町

宮崎県の市町村

宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市

日向市 串間市 西都市 えびの市 三股町

高原町 国富町 綾町 高鍋町 新富町

西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町

諸塚村 椎葉村 美郷町 高千穂町 日之影町

五ヶ瀬町

鹿児島県の市町村

鹿児島市 鹿屋市 枕崎市 阿久根市 出水市

指宿市 西之表市 垂水市 薩摩川内市 日置市

曽於市 霧島市 いちき串木野市 南さつま市 志布志市

奄美市 南九州市 伊佐市 姶良市 三島村

十島村 さつま町 長島町 湧水町 大崎町

東串良町 錦江町 南大隅町 肝付町 中種子町

南種子町 屋久島町 大和村 宇検村 瀬戸内町

龍郷町 喜界町 徳之島町 天城町 伊仙町

和泊町 知名町 与論町

二．協力団体

組織名 役職名 摘要

九州弁護士会連合会 理事長

九州ブロック司法書士会協議会 会長

福岡県土地家屋調査士会 会長

（一社）九州・沖縄不動産鑑定士協会連合会 会長

（一社）日本補償コンサルタント協会九州支部 支部長

福岡県行政書士会 会長
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九州地区所有者不明土地連携協議会 準構成員名簿

機関名・組織名

防衛省九州防衛局

農林水産省九州農政局

西日本高速道路株式会社九州支社

独立行政法人都市再生機構九州支社

九州電力株式会社

独立行政法人水資源機構筑後川局

電源開発株式会社西日本支店

独立行政法人空港周辺整備機構福岡空港事業本部

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部

九州旅客鉄道株式会社

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構九州新幹線建設局

KDDI株式会社au建設本部福岡エンジニアリングセンター

宇宙航空研究開発機構施設設備部

株式会社NTTドコモ九州支社

福岡北九州高速道路公社

西日本旅客鉄道株式会社大阪工事事務所

佐賀県土地開発公社

長崎県土地開発公社

福岡県南広域水道企業団

諫早市土地開発公社

島原市土地開発公社

宮崎県企業局

林野庁熊本森林管理局鹿児島森林管理署

鹿児島県道路公社
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別表２（第８条第２項関係）

九州地区所有者不明土地連携協議会 幹事会名簿

機関名 役職名 摘要

九州地方整備局用地部用地調整官 座長

国土交通省 九州地方整備局用地部用地企画課長

九州地方整備局建政部計画管理課長

福岡法務局民事行政部不動産登記部門首席登記官

佐賀地方法務局登記部門首席登記官

長崎地方法務局登記部門首席登記官

法務省 大分地方法務局登記部門首席登記官

熊本地方法務局不動産登記部門首席登記官

鹿児島地方法務局不動産登記部門首席登記官

宮崎地方法務局登記部門首席登記官

企画・地域振興部総合政策課長
福岡県

県土整備部用地課長

佐賀県 県土整備部土地対策課長

長崎県 土木部用地課長

熊本県 土木部用地対策課長

大分県 土木建築部用地対策課長

県土整備部用地対策課長
宮崎県

総合政策部中山間・地域政策課長

土木部監理課用地対策室長
鹿児島県

企画部地域政策課長

福岡市 道路下水道局用地部用地調整課長

北九州市 建設局用地部用地管理課長

熊本市 都市建設局土木部用地調整課長

大分県土地開発公社 土木事業部長
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法務局における表題部所有者
不明土地の解消作業について
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九州地方整備局における
自治体支援等について
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•

•

•
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各協力団体からの報告・意見表明等について
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九州ブロック司法書士会協議会
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8 1 0
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(一社)九州・沖縄不動産鑑定士協会連合会
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(一社)日本補償コンサルタント協会九州支部
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令和元年度活動計画（案）について



○所有者不明土地問題に関する相談は、下記の担当

窓口にご相談下さい。

（例）用地業務に伴う多数共有地、未登記土地、不在者・相続人不存在

等の対応など

九州地区所有者不明土地連携協議会 

〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 

福岡第２合同庁舎 

事務局 九州地方整備局用地部用地企画課内 

            TEL (092)476-3541（直通） 


